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１．研究計画の概要 
 信託型リバースモーゲージなど高齢者の
財産管理への信託の活用や、遺産承継の自由
化のための信託の利用など、さまざまな場面
における信託の利用可能性が唱えられて久
しい。ところが、その活用は期待されたほど
進んでいないように見受けられる。その一因
に、私法上の強行的な基本原理との衝突によ
る万一の無効リスクへの警戒があると考え
られる。そこで、本研究は、社会のニーズに
こたえる信託の利用を阻む原因となってい
る私法上の基本原理の意義と射程を明らか
にすることを通じて、除去可能なものであれ
ば無効リスクを取り除き、社会におけるニー
ズに応える安定した財産管理方法の創出・充
実に寄与しようとするものである。 

この目的を達するための研究を効率的に
進めるため、①法主体性の理論と財産管理法
理、②物権法理と財産管理法理、③契約法理
と財産管理法理、④民法上の財産管理法理と
信託、⑤比較法研究に領域を分けて、研究を
進めることとし、平成 18 年度以来、一方で
民法上の基本原理の研究を進めるとともに、
他方で、とくに高齢者の財産管理に焦点を当
てて各種の財産管理方法の現状を把握し、問
題点を浮き彫りにすることとした。 
 
２．研究の進捗状況 
 上記「研究計画の概要」のとおり、本研究
は①～⑤の領域を分けて検討を進めている
が、それぞれの検討を通して、いくつかのこ
とが明らかになりつつある。 

たとえば、①②④の検討を通して、信託は
自由な使用収益処分権という所有権概念に
矛盾する恐れがあるのではないかという伝

統的な懸念は当たらないことが明らかにな
ったと思われる。 
 すなわち、わが国には財団法人の制度があ
るが、財団法人のなかには、ある財産を保存
することを目的として設立されるものがあ
る（たとえば、祇園祭の山鉾を保存するため
の財団法人）。この場合、法人の目的外行為
の無効という確立した考えに従うと、その保
存のために財団法人が設立されることにな
った物の所有権は、財団が有するが、財団は
その物を自由に処分することができないこ
とになる。つまり、一定の目的のための所有
権の自由は、わが国私法の知らないところで
はなく、信託に特殊な現象ではない。 
 また、高齢者の財産の管理とその死後の財
産承継に関わる問題として、信託型リバース
モーゲージと呼ばれる仕組みについて法的
問題点を検討した。その過程で、遺留分制度
の射程が必ずしも明らかでないことが明ら
かになった。これを踏まえて、遺留分制度が
少なくとも当然には及ばない財産処分の仕
組みがありうるとすれば、それを遺留分制度
の潜脱として否定されるべきか、その必要は
ないのかを明らかにすべく、財産の所有およ
び処分自由の意味と遺留分制度の機能の検
討を深める予定である。 
 
３．現在までの達成度 
 ②おおむね順調に進展している。 
（理由） 
 「研究計画の概要」に挙げた検討領域のう
ち、①②④の検討は、「研究の進捗状況」に
記したように一定の成果を見通せる程度に
まで進捗した。 
 また、③の検討は、現時点において本研究
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に直接成果をもたらす状況には至っていな
いが、民法（債権法）改正を検討する大規模
な研究会に研究代表者・研究分担者の全員が
参加する機会に恵まれ、相当深い分析をする
ことができた。 
 これに対して、⑤は、民法改正を検討する
上記の研究会の作業に非常に多くの時間を
要することとなったため、当初計画した調査
を十分に行えていない。 
 以上より、当初計画に比してやや遅れてい
る項目もあるが、反対に相当進展した項目も
あるため、全体としてほぼ順調であるという
ことができる。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 各論的検討は、「現在までの達成度」に述
べた比較法的検討がやや遅れているほかは、
おおむね順調に進んでいる。そのため、研究
計画最終年度である本年度は、比較的早い時
期に必要な比較法的調査を行う。また、各論
的検討による知見を有機的に統合しなけれ
ばならないが、幸い、本年度は研究代表者で
ある横山が関連する問題についてフランス
において開催される複数の国際シンポジウ
ムで、分担者・佐久間が信託法学会で、それ
ぞれ報告することとなっているため、その準
備として知見の統合作業を進めたい。 
 
５. 代表的な研究成果 
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